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児童養護施設入所児童に対する権利代弁機能の検討
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はじめに
日本の児童養護施設において子どもの権利代弁本稿は，
機能が制度上機能しているのかどうかを検討することを目
的とする。まず「子どもの権利代弁機能」を先行研究の検
討を通して定義づける。次に，その定義に基づき，児童福
祉法，児童相談所運営指針，児童養護施設運営指針におけ
る，子どもの権利代弁機能の制度上の位置づけとその問題
点を検討する。さらに，施設内外に置かれた子どもの意見
表明権を保障するための制度が有効に機能しているかどう
かについて検討する。そのことによって，子どもの権利代
弁機能の制度上の位置づけ及びその機能の現状と問題点を
明らかにする。
１．子どもの権利代弁機能の定義
山本(2000)や長瀬(2004)が指摘するように，日本では，
子どもの権利擁護またはアドボカシーという概念は共通認
識がないまま使用され，多様な定義が存在する。本研究で
は，子どもの権利擁護の中核として「代弁」を位置づけ，
その特徴を述べた許斐(1991；１９９９；２０００；2001)の定義を
基盤として検討を行う。
1.1．許斐有による子どもの権利代弁機能の定義
許斐(1991：５４)は子どもの権利擁護のために「①人権救
済を申し立てるシステム，②子ども自身がその権利を主張
もしくは行使できないときに，子どもの権利を子どもの立
場に立って代弁するシステム（｢代理人もしくは適当な団
体」の設置)，③第三者的立場から調整するシステムが必
要だ」と述べた。この中の②の「子どもの権利代弁機能」
について次のように定義している。
子どもが話したいことを自ら話せるように支持・援助
する(エンパワーメント）とともに，必要な場合には，子
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どもの依頼または承諾を得て，子どもの思いや意見を代
わって表明することである。このような権利代弁機能が
用意されていなければ，意見表明権は実質的な権利とは
ならない(許斐２０００：157)。
このように，許斐の考える権利代弁機能は，「エンパワー
メン卜」と，必要な場合には子どもの思いを代弁すると
いう２つの要素により定義づけられている。許斐(2000：
157)はこの権利代弁機能を重要とする理由を２つ挙げてい
る。第１に，子どもの能力と発達段階にもよるが，「自分
の思いや考えなどを整理して意見表明するのは，なかなか
むずかしい」ことや，「言葉を獲得している子どもであっ
ても誰かのサポートを必要とする場合が少なくない」ため
である(許斐２０００：157)。第２に，「大人との力関係」に
言及している。
大人との力関係では，多くの場合子どもは弱い立場に
あるので，子どもが対等に大人(あるいは大人たち)に立
ち向かうことは，ほとんど不可能に近いことである。こ
のような場合に，アドボキット(advocate）と呼ばれる大
人（ときとして年長の子ども）が子どもに寄り添うこと
で，子どもは安心して自らの意見表明をすることができ
るようになる。自分ひとりでそれができないときには，
アドボキットによって自分の意見を代弁してもらうこと
ができる(許斐２０００：157)。
このように，子どもの能力や「大人」との力関係から子
どもが話せない環境になっていることを認識しているため
に,許斐は子どもの意見表明の支援が必要だと考えている。
そして，その支援には，子どもが話しやすいよう支持・支
援する「エンパワーメン卜」が求められている。
1.2．エンパワメント概念の発展
許斐はカナダオンタリオ州子ども家庭アドボカシー事務
所の思想と実践から大きな影響を受けている。同事務所所
長Finlay(=1998：１２)は，以下のように述べている。
アドボカシーとは，子どもや親が自分で話ができるよう
｢エンパワー」することだと考えています。エンパワーと
いう言葉には「権限を与える」という意味がありますが，
わたしが使っているのはそういう意味ではありません。誰
でも自分の中に力を持っています。その力を発見し，その
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力を自分で話をするのを助けるのが私の言う「エンパワー」
です。（Finlay＝1998：１２）
イギリスにおける子どもアドボカシーサービス研究を
行ってきたDalIympleも，「アドボカシー の原則」の一つに
｢エンパワメント」を挙げている（DalIymple＝2011：227)。
Dalrymple（=2011：227)は，ケア下にあるなどの社会的に
不利な条件を持つことに伴う抑圧によって，子どもがそれ
ぞれのもつ可能性を最大限に発揮することが難しくなって
いることを挙げている。すなわち，ディスエンパワメント
の状態を認識している。ケア下にいる(社会的養護)である
ということだけではなく，年齢,性別,障害の有無など様々
な属性に基づく抑圧によって，子どもの本来の力が発揮で
きない状態に置かれているという理解である。本人の力が
発揮できるように，支援していくことは本来の力を取り戻
すことである。そして，DalIympleのエンパワメントの目
的は，単に個人の力を取り戻すだけはなく，様々な抑圧に，
たとえば，子どもとおとなの力関係の変容にも言及してい
る。
許斐は，ケアを受けているという社会的な抑圧とエンパ
ワメントの関係について，展開してはいない。またミクロ
次元の，つまり個人的な力を取り戻すという意味でのエン
パワメントとマクロ次元におけるエンパワメント，つまり
属性に基づく社会的抑圧の構造を変革する実践としての
ディスエンパワメントの関係についても，必ずしも自覚的
ではなかった。この点が，許斐のエンパワメント理解の限
界であると考える。
また，堀は真のエンパワメントのためには，セルフアド
ボカシーに依拠すべきであると述べる。
セルフアドボカシーを根拠とした代理人アドボカシー
も，当事者が社会的な抑圧によって奪われた誇りや力
を取り戻すという意味のエンパワメントにつながるもの
でなければならない。代理人アドボカシーは，セルフア
ドボカシーから乗離するとき，パターナリズムに転化
し，当事者を依存させ無力化する。その意味ではセルフ
アドボカシーに依拠し，当事者のエンパワメントにつな
がるものだけが真のアドボカシーであるということがで
きる。（堀２００９：23-24）
許斐は「代弁」の問題点について展開していない。おと
なが代弁することにより，子ども自身の力を奪い，子ども
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を無力化することにつながるおそれがあることに自覚的で
ある必要がある。このことから，権利代弁機能を実質化す
るためには，子どもの能力の問題，おとなと子どもの力関
係，ケア下にある等の社会的抑圧の問題から，子どもが話
せない環境に置かれているという認識が不可欠であり，そ
のために「当事者が社会的な抑圧によって奪われた誇りや
力を取り戻すという意味のエンパワメント」の視点が必要
なのである(堀２００９：２３)。
1.3．子どもの意見表明権との関係
先述したように，許斐は「権利代弁機能が用意されてい
なければ,意見表明権は実質的な権利とはならない｣(2000：
157)と述べた。しかし，意見表明権を実質的な権利にする
ための支援・援助はどのようにあるべきなのか，許斐は具
体的に述べていない。この点は，国連子どもの委員会が
2009年に発行した子どもの意見表明権の一般的意見'１
(CRC=2009)を踏まえて，意見表明権の実質化を目指すべ
きであり，その意見表明権の行使を支えることが必要であ
る。一般的意見とは，条約の規定に関する権威ある解釈と
して，政府等が正当に尊重しなければならないとされてい
るものである(平野2007)。
ここでは，子どもの意見表明権の行使を支えるとはどのよう
なことなのか検討する。国連子どもの権利条約12条である子
どもの意見表明権を，国連子どもの委員会は，条約の４つの
一般原則2)の１つとして位置付けている(CRC=2009：para2)。
国連子どもの権利条約12条は，次の規定である。
ｌ締約国は，自己の意見を形成する能力のある児童
がその児童に影響を及ぼすすべての事項について自由に
自己の意見を表明する権利を確保する。この場合におい
て，児童の意見は，その児童の年齢及び成熟度に従って
相応に考慮されるものとする。
２このため，児童は，特に，自己に影響を及ぼす
あらゆる司法上及び行政上の手続において，国内法の
手続規則に合致する方法により直接に又は代理人若し
くは適当な団体を通じて聴取される機会を与えられる。
(OfYiceoftheUnitedNationsHighCommissionerfbrHuman
Rights=1989）
ここには「自己の意見を形成する能力」や「年齢及び成
熟度」という規定がある。条約の解釈を示した乳幼児の一
般的意見(CRC=2005：paral4)では「もっとも幼い子ども
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でさえ，権利の保有者として意見を表明する資格がある」
とし，障害児の場合も同様に意見表明権の保障が「必要不
可欠」（CRC=2006：para32)と述べる。
子どもの意見表明権の一般的意見(CRC=2009：para40‐
46)において，この権利を実現するための「５つの段階的
措置｣を規定している。まず,情報提供等の｢(a)準備｣の後，
子どもにやさしい聴取方法による「(b）聴聞」をし，年齢
及び成熟度によって重視する度合いを決める「(c）子ども
の力の評価」を行う。そして「(d)子どもの意見がどの程
度重視されたかに関する情報(フィードバック)｣を提供し，
そのフィードバックに不服のある子どもは「（e）苦情申立
て，救済措置および是正措置」を採ることになっている。
この権利の実現のためには，プロセスを経て，最後は年
齢及び成熟度に相応して考慮しなければならない。単なる
意見聴取に終わってはならないのである。
子どもの意見表明権の行使支援とは，国連子どもの権利
委員会が『子どもの意見表明権の一般的意見』(CRC=2009：
para40-46)において規定した「５つの段階的措置」のプロ
セスを支えるものであり，単なる意見聴取を越える支援で
ある。
子どもの意見表明権の行使には，子どもが直接話す場合
と「代理人若しくは適当な団体を通じて聴取される」場合
とがある。国連子どもの権利委員会は，「いかなる手続に
おいても，可能な場合には常に，子どもに対して直接に
聴聞される機会が与えられなければならないことを勧告
するものである｡」として，直接的な聴聞を奨励している
(CRC=2009：para35)。子どもの意見表明権の一般的意見
(CRC=2009：para36)によれば，代理人には，「(両)親，弁
謹士またはその他の者(とくにソーシャルワーカー)がなる
ことができる｡」としながらも，これらの者との「利益相
反のおそれ」について強調している。そのため，代理人は
子どもの利益を代弁することを第一とする自覚が不可欠で
あると勧告している(CRC=2009：para37)。
1.4．「子どもの立場にだけ立つ」か「子ども主導」か
これまで述べたようなエンパワメントの視点をもち，意
見表明権の行使を支援することは施設職員の職務として必
要なことである。しかし，施設職員と子どもとの思いが一
致しない場合，子どもが職員は聴いてくれていないと感じ
ているとき，職員には話したくない場合には，別の相談者，
あるいは代理人が用意されるべきである。その選択の一つ
に,アドボケイトの提案がこれまでなされてきたのである。
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許斐は「子どもの立場にだけに立って代弁するアドボカ
シー｣が子どもの権利代弁には必要であると述べている(許
斐２００１：243)。中立的立場ではなく，子どもの立場に立
つということを徹底すべきであり，「オンブズパーソンは
もともと中立的な立場に立つべきものではないのだろう
か」とオンブズパーソンとの差異に触れ，アドボカシーの
みを行う「アドボキット」，)が望ましいことを述べた。許
斐が具体的に想定しているのは，カナダの子ども家庭アド
ボカシー事務所やカナダの「子どもの弁護士」のことであ
る(許斐1999：８；２００１：146,224)。
一方，イギリスのDarlympleは，「若者主導」（=2011：
225-227)をアドボカシー原則の一つに掲げている。子ども
がアドボカシーの過程において主導権を持ち，その関係に
おいても子どもが相手をリードすることである。アドボケ
イトは子どもの声であり，子どもが望むことのみを代弁す
るのである。その理由は，子どもと関わるおとな・専門職
は「最善の利益であると判断する事柄に焦点を置いて意
思決定を行うからである」（Darlymple＝2011：226)。おと
な，専門職の考える最善の利益という判断の下，消されて
しまう可能性のある子どもの声を代弁するということであ
る。Darlympleは，若者主導(Ybungperson-led)を原則の一
つに挙げているが，イングランドの子どものアドボカシー
サービスの原則の一つを引用しながらその重要性を述べ
ている(=2011：225)。「アドボカシーは子ども・若者の意
見と願いによって導かれる」（Advocacyisledbytheviews
andwishesofchildrenandyoungpeople.(DepartmentofHealth
2002:3)）というものである。このことから，ここでの「若
者主導」は，若者に限定したものではなく子ども・若者が
主導すると考えられる。
許斐の場合は，「子どもの立場だけに立つ」が，「子ども
主導」とは明言していない。しかし，子どものセルフアド
ボカシーに依拠するためには，子どもの立場に立つだけで
はなく，子ども主導を徹底して行う必要がある。子ども本
人の意見，思いは何か，どのように伝えるのか，子ども主
導で代弁が行われることが，すなわちセルフアドボカシー
に依拠するということである。子どもの立場というところ
から，さらにセルフアドボカシーに依拠するために子ども
主導を徹底して行う必要があると考えられる。
1.5．独立した第三者
許斐は「親を除く第三者が子どもの権利を代弁するシス
テムは，今のところ日本には，少年審判における附添人制
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度しか見当たらない(少年法１０条)｡」（2001：145)とし，児
童養護施設にもこの機能が位置づけられていないことを示
唆した。そして，「現行の児童福祉制度では，児童相談所
のソーシャルワーカー(児童福祉司等)や家庭裁判所の調査
官などが，意識的にその機能を果たすことを期待するほか
はない｡」（2001：146)と述べている。
一方，Darlympleは，「独立性」をアドボカシー の原則の
一つに掲げている(=2011：219-220)。イギリスで1980年代
に確立された障害者や精神障害者のアドボカシーサービス
は，福祉サービス利用者と提供者の間において経験される
不平等な権力関係に挑戦するツールとして確立している。
そして，福祉サービスから独立していることが，「制度の
中で声を上げる必要がある人々を支援する有効なアドボカ
シー実践に不可欠な基本原則であると認識されている」と
述べる。
第三者(thirdparty)なのか，独立性(independence)なのか。
第三者が必要ということであれば，たとえば，児童相談所
も第三者である。しかし，施設と児童相談所は措置委託関
係があるために，独立性に欠けている。独立性は，施設と
はあらゆる利害関係がないことであり，例えば運営資金上
も制度上も関係がないということである。独立しているた
めに,先に述べた子ども主導を徹底することが可能になる。
そのため，独立した第三者が，代弁を行うことが望ましい
と考えられる。
1.6．子どもの権利代弁機能の再定義
これまで述べてきたことを踏まえて，「子どもの権利代
弁機能とは，①独立した第三者が，②子ども主導の原則，
③エンパワメントの原則，に立って，④子どもの意見表明
権の行使を支えることである」と再定義する。このうち，
③④のみに該当し，①②を欠く場合を広義の「子どもの権
利代弁機能」とする。これは児童養護施設の職員を含め，
子ども支援に関わるすべての専門職が職務の一部として有
している機能である。
2．「④子どもの意見表明権の行使を支える」に関する
規定について
これまで定義してきた権利代弁機能が，制度上どのよう
に位置づけられているのかを以下に検討する。まず，児童
養護施設入所児童に対する諸規定において，子どもの意見
表明権とその支援がどのように記述されているかを検証す
る。対象は，児童福祉法，児童相談所運営指針，児童養護
児童養護施設入所児童に対する権利代弁機能の検討
施設運営指針である。
2.1．児童福祉法における子どもの「意向」
日本政府は国連子どもの権利条約批准を受けて1997年に
改正された児童福祉法改正の２点が子どもの意見表明権を
保障している証として，子どもの権利条約批准後の状況を
国連に報告する政府報告(日本政府2001；2008)に掲載して
いる。その一つが，入所措置時の報告書に子どもの意向に
関して参考となる事項を記載しなければならないとする以
下の条文である(児童福祉法26条第２項)。
前項第一号の規定による報告書には，子どもの住所，
氏名，年齢，履歴，性行，健康状態及び家庭環境，同号
に規定する措置についての当該子ども及びその保護者の
意向その他子どもの福祉増進に関し，参考となる事項を
垂越しなければならない。
子どもの「意向」が法律に加わったことは初めてのこと
として，当時は画期的なことであった4)。しかし，児童福
祉法26条第２項は，入所措置に関して意向を報告書に「記
載」しなければならないとしており，意見を「聴聞」する
こと自体については規定していない。このことに関して，
児童福祉法２６条第２項が意見表明に対する理念規定に留
まらず，当然面接場面等を確保することが前提になってい
ると考えられると新保(1998:46)は，児童福祉法改正当初，
解釈している。しかし，児童相談所等が面接場面を確保し
た上で記載することが求められているのか，あるいは任意
に判断して記載すること認められているのかは，規定上は
明確ではない。
日本政府が国連に報告した子どもの意見表明権の規定の
もう１点は,都道府県児童福祉審議会に関する部分である。
1997年，児童相談所が施設入所等の措置を採るに当たって
一定の場合には都道府県児童福祉審議会の意見を聴取する
こととし，児童相談所における措置決定の客観性を図るこ
ととなった(児童福祉法27条第６項)。この「一定の場合」
には，子どももしくはその保護者の意向が児童相談所の措
置と一致しない時等である。
この規定は，子どもの意見を聴取するための機関ではな
く，客観性を担保するために児童福祉審議会の意見を聴取
するということである。さらに，この規定は，「ただし，
緊急を要する場合で，あらかじめ審議会の意見を聴くいと
まがない場合はこの限りではない」（児童福祉施行令第3２
1３
条）とされ，緊急‘性がないと判断されれば審議自体も行わ
れないのである。
このように児童福祉法では,入所措置時に「意向」を「記
載」することや，子どもや親の意向と児童相談所の判断が
一致しない時に児童福祉審議会に諮問することが述べられ
ている。子どもの権利条約批准以降，子どもの「意向」が
明記されたことには意義があるが，子どもの意見表明権の
｢５段階措置」の中の「聴聞」が規定されているとは明言
できない状態である。もとより他の４段階(準備，フィー
ドバック,苦情解決手続き)については,記載されていない。
2.2．児童相談所運営指針における子どもの「意向」
児童養護施設入所児童は,児童相談所の措置過程を経て，
児童養護施設に入所する。そしてその後も児童相談所と児
童養護施設は連携して援助過程に関与している。
児童相談所運営指針には，援助方針の策定，ケースの調
査においても子どもの目視だけではなく意向も尊重するこ
と，そして社会診断・心理診断等の診断時や，児童養護施
設等の入所措置に関すること，里親委託，入所後等にこの
ような「意向」についての記載が見られる。子どもの「意
向」の定義については，下記のように，記載されている。
「意思」が法的な意思形成能力に裏付けられた概念で
あるのに対し,｢意向」は「意思とまでには至らない志向，
気持ち」といった意味であり,全ての子ども等の意向を，
その年齢，成熟度等に応じて考慮することを基本とする
ものである。
従って，子どもの援助の決定に当たっては，子どもや
保護者等に対し児童相談所の援助方針等について個々の
年齢や理解力等に配慮しながら十分な説明を行い，その
意向を把握するよう努める。（厚生労働省2007ａ：第３章
第７節３（１）意向について）
「意向」とは子どもの気持ちも意味しており，援助方針
等については十分な説明を行い，子どもの「意向」を把握
しようとしている。この定義の中では，「全ての子ども等
の意向を，その年齢，成熟度等に応じて考慮することを基
本とするものである」と述べられている。ところが，実際
の援助に関する規定では，子どもの意向は常に「配慮」と
セットで用いられる。たとえば，児童相談所の業務全般を
遂行するために次のように規定されている。
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子ども，保護者等に対する援助を行うに当たっては，
その意向，意見を十分に聴くよう堅瞳する。（厚生労働
省2007ａ：第１章第２節５．業務遂行上の配慮（２））
このように，子どもの意向を「十分に」聴こうとする姿
勢が述べられている点は評価されるべきである。ただ，子
どもの意向，意見を十分聴くように「配慮」すると述べら
れている。意見表明権においては子どもの声は「配慮」で
はなく「考慮｣である。この問題については,後に詳述する。
また，「意向」にとどまらず，「参加」という記述が２個
所存在している。
援助指針の策定に際しては，児童相談所の方針を子ど
も及びその保護者並びに，必要に応じて祖父母等の親族
に伝え，その意向を聴取するとともに，その策定過程に
おいても，可能な限り子ども及びその保護者等(祖父母
等の親族を含む）と協議を行う等，これらの者の参加を
得ることが望ましい。（厚生労働省2007ａ：第１章第２
節２（１）調査，診断，判定）
もう一個所は次のような記載である。
その後の援助により＞子どもや家庭の有する問題等が
軽減され，又は新たな方向に問題が展開する等，子ども
や家庭の問題は変化する。この変化に対応するため，援
助指針については，児童福祉施設等の意見も踏まえなが
ら，一定の期間をおいて再検討を加えていく。その際，
子ども及びその保護者の意向を聴取する等，これらの者
の参加を得て再検討を加えていくことが望ましい。（厚
生労働省2007ａ：第１章第４節４．援助指針の実行及
び再検討）
この「参加」が意向を聴取することなのか，協議の場に
出席することになるのかは不明である。そしてこの参加は
｢望ましい」という言葉とセットで用いられ，努力目標で
あることが伺える。
2.3．児童養護施設運営指針における子どもの「意向」
児童養護施設運営指針(厚生労働省2012)全体では，子
どもの「意向」は文中に１１回述べられている。使用されて
いる部分は，主に４場面である。第一に，個人の所有物へ
の記名について(厚生労働省２０１２：１３)，第２に退所時
1４
(2012：１５)，第３に自立支援計画の見直し場面(厚生労働
省２０１２：１７)，第４に日常生活全般に関するもの(厚生労
働省２０１２：１９)である。この中で，子どもの「意向」に
ついて全体を網羅する項目である，日常生活全般に関する
規定を引用する。
(2)子どもの意向への配慮
①子どもの意向を把握する具体的な仕組みを整備し，そ
の結果を踏まえて，養育・支援の内容の改善に向けた
取組を行う。
・日常的な会話のなかで発せられる子どもの意向をくみ
取り，また，子どもの意向調査，個別の聴取等を行い，
改善課題の発見に努める。
・改善課題については，子どもの参画のもとで検討会議
等を設置して，改善に向けて具体的に取り組む。
②職員と子どもが共生の意識を持ち，子どもの意向を尊
重しながら生活全般について共に考え，生活改善に向
けて積極的に取り組む。
・生活全般について日常的に話し合う機会を確保し，生
活改善に向けての取組を行う。
・生活日課は子どもとの話し合いを通じて策定する。
（厚生労働省２０１２：１９）
ここでは，子どもの意向を把握し，話し合いを通じて，
改善に向けて具体的に取り組むことが示されている。その
反面，タイトルは「子どものへの意向への配慮」に留まっ
ている。子どもの権利条約は，子どもの意向を考慮する
(beinggivendueweight)のであって，配慮をするのではな
い。日本政府訳では｢考慮｣するとなっているが,英文(being
givendueweight)から見ると，国際教育法研究会訳の「正
当に重視する」の方が妥当な訳だと考えられる。
意見表明権の「５段階措置」で示したとおり，４段階目
では「(｡)子どもの意見がどの程度重視されたかに関する
情報(フィードバック)」が必要である。それゆえ，子ども
の意向について「積極的」に取り組む姿勢が見られたこと
は意義があるが，「正当に重視する」姿勢が必要である。
この部分がなぜ「配慮」になるのかは,同じ「権利擁護」
内に規定された別の項目「（１）子ども尊重と最善の利益の
考慮｣が関係すると考えられる。こちらは最善の利益の｢考
慮」と明記されている。この規定の中では「子どもの意向
に沿うことが結果として子どもの利益につながらないこと
もあることを踏まえ，適切に導く｡」（厚生労働省２０１２：
児菰養璽施股入所児童に対する権利代弁機能の検討
18）と述べられている。すなわち，子どもの最善の利益を
第一に考慮することによって，子どもの意向は，「配慮」
に留まる。「権利擁護｣の規定の並びとしても｢最善の利益」
が一番目に位置づけられており，子どもの意向は２番目と
なっている。
24．児童養護施設運営指針における子どもの「意見」
児童養護施設運営指針において，子どもの「意見」とい
う規定は全体で８回数えられる。同指針では｢意向」も「意
見」も定義されていないために,その違いが不明瞭である。
子どもの「意見」の使用箇所は，５場面である。
１．行事などの企画･運営に子どもが主体的にかかわり，
子どもの意見を反映させる(厚生労働省２０１２：１３)。
２．「子どもが相談したり意見を述べたりしたい時」の
相談機関の整備と周知について(相談方法，相談相手
の整備苦情解決の体制整備，苦情解決の周知）（厚
生労働省２０１２：２０）
３．子ども等からの意見や苦情等に対する対応マニュア
ルを整備し，迅速に対応する(施設運営の改善に反映，
子どもの希望に応えられない場合には，その理由を丁
寧に説明する｡）(厚生労働省２０１２：２０）
４．「事業計画の実施状況については，子ども等の意見
を聞いて，評価を行う｡」（厚生労働省２０１２：２５）
５．養育・支援の「標準的な実施方法の見直しは，職員
や子ども等からの意見や提案，子どもの状況等に基づ
いて養育・支援の質の向上という観点から行う」（厚
生労働省２０１２：２６）
児童養護施設運営指針における子どもの「意向」と規定
されている場合は，自立支援計画等の個別のケースの意思
決定に関わる場面で使用されていた。しかし，「意見」と
規定されている場合には，個別ではなく子ども会や事業計
画に対する集団的な意見を述べる場合や子ども本人から自
発的に意見を伝えたい場合を想定している。意見や苦情を
述べた場合には,公式な手続きに則って,子どもの声は「反
映」されることとされている。つまり，「意向」の「配慮」
という規定よりも,踏み込んだ規定(｢反映｣)になっている。
このような場面による違いは正当化されるものであろう
か。このことに関連して，子どもの意見表明権の一般的意
見は，次のように述べる。
1５
聴聞される権利は，子どもが開始した手続(不当な取
扱いに対する苦情申立ておよび停退学への異議申立てな
ど）にも，他人が開始した手続であってその子どもに影
響を与えるもの(親の別居または養子縁組など)にも適用
される。締約国は，司法的または行政的手続で決定を行
なう者に対し，子どもの意見がどの程度考慮されるのか
および子どもにとってどのような結果が生じるのかを説
明することを要求する，立法上の措置を導入するよう奨
励されるところである。（CRC=2009：para33）
子どもから開始した手続きでも他人が開始した手続きで
あっても,子どもの意見表明権に基づかなければならない。
子どもの声は「配慮」されるだけではなく，年齢と成熟度
に相応して考慮されなければならない。そして子どもの声
を聴くための「準備」や「フィードバック」についても記
載されるべきである。
2.5．小括一法律・指針にみる子どもの意見表明権に関する
規定
表１「意向」／「意見」の扱いの違い
法律・運営指針
児童福祉法
児童相談所指針
児童養護施設運
営指針
児童養護施設運
営指針
記載内容
入所措置に関する子どもの
向」
･子どもの個別的な「意向」
(例：自立支援計画等）
･子どもの集団的な「意見」
(例:子ども会,事業計画等）
･子どもからの主体的な｢意
見」・「苦情」
｢意向」／「意見」
の扱い
｢記戦」
｢配慮」
｢反映」
表ｌのように，児童福祉法では主として入所措置に関す
る場面で子どもの意向について「記載」するにとどまる。
児童相談所指針では「参加」について触れている部分もあ
るが，意向を「配慮」するにとどまり，児童養護施設運営
指針でも同様に意向を「配慮」するという記載になってい
る。その一方で，児童養護施設運営指針では，個別ではな
く子ども会のような集団的な意見表明や子ども自ら意見や
苦情を述べようと思っている時は，手続きに則って，子ど
もの声は「反映」されると述べられている。
これらのことは，法律や運営指針は子どもの意見表明権
について十分に理解していると言えるのだろうか。子ども
の声が配慮に留まるようでは，真に子どもの意見表明権を
栄留里美
保障したとはいえないだろう。個別のケースでの子どもの
声や，子どもが主体的に声を上げられない場合についても
考慮される必要がある。
2.6．施設内の苦情解決と子どもの意見表明権
施設内部の苦情解決に関するシステムとして，子どもの
権利ノートの配布，意見箱の設極や苦情受付担当者，苦情
解決責任者が配置されている。
子どもの権利ノートは，子どもにどのような権利がある
のか，誰に相談することができるのか子ども用に記載され
ている。このノートは，意見表明権の存在を伝えることが
目的であり，意見表明権のための５段階措置における「準
備」にあたる。自治体ごとに記載内容は異なり，担当の児
童相談所職員の名前が書いてあるものや無料で郵送できる
ハガキが添付されている自治体もある。権利ノートには施
設外の相談機関について記戦されているため，５段階措置
の中の｢苦情申し立て｣について知らされるため,表２の(e）
苦情申し立て部分は△とした。全国の「権利ノート」につ
いてテキスト分析を行った長瀬によれば，施設生活で保障
される権利を伝えているものの，権利侵害の定義に偏りが
あり，権利侵害を自覚化するには十分なものではなかった
と結論づけている(長瀬2011:124)。また，「権利ノート」
が1995年に全国に先駆けて導入された大阪府内の入所児童
を対象としたアンケート調査も行った長瀬は，子どもは相
談機関をほとんど認知しておらず，相談動機も非常に低い
ものだったとして，実効性のないものであったと述べてい
る(長瀬２０１１：124)。すなわち，権利ノートは制度上は
意見表明のための５段階措置でいえば，「準備」と位置付
けられるが，実際には機能しているのか疑問が持たれると
ころである。
次に，意見箱についてである。意見箱は，施設内で子ど
もが自由に意見や苦情等を投書することができるものであ
る。その意見箱に入っている投書を確認して調整する仕組
みがある（大竹２０１３：５９)。大竹によれば，意見箱が置
かれている施設も見受けられるが，子どもたちからの投書
がないと聞くことが多く，子どもたちが活用しやすいよう
な環境，)を整えていく必要があると述べる（大竹２０１３：
58)。
第３に，苦情受付担当者についてである。苦情受付担当
者は，意見箱を含めた苦情の受付や利用者からの意向の確
認と記録，苦情解決責任者(施設長，理事長等)及び第三者
委員への報告を行うことが業務である（厚生省2000b)。
1６
苦情受付担当者は,意見表明権の５段階措極の中で,｢聴聞」
を担っている。
苦情解決責任者は，「苦情申し出人に改善を約束した事
項について，苦情申出人及び第三者委員に対して，一定期
間後,報告する｣者である(厚生省2000b)。このことから，
施設内の苦情手続きに則った場合は意見表明権の５段階措
置である「フィードバック」を子どもは得られることとな
る。
このように，制度上は子どもが主体的に意見箱への投書
や苦情手続きを行った場合には，意見表明権の「聴聞｣，
｢フィードバック」が得られることとなる。
表２施設内の苦情解決と子どもの意見表明権
(a）
準備
権利ノート ○
意見箱
苦情受付担当者
苦情解決責任者
(b）
聴聞
○
○
(c）
子どもの
力の評価
(｡） (e）
フィード 苦情申
バック 立て
△
△
○
３．③エンパワメントの原則
次に，③のエンパワメントに関する記載の有無を，児童
福祉法，児童相談所運営指針，児童養護施設運営指針に関
して検討した。その結果，エンパワメントという言葉自体
の記載はなかったが，子どもの主体性に着目した文言が児
童養護施設運営指針に掲載されていた。同指針の「養育・
支援の基本」の一節に次のことが述べられている。
③子どもの力を信じて見守るという姿勢を大切にし，子
どもが自ら判断し行動することを保障する。
・過干渉にならず，つまずきや失敗の体験を大切にし，
子どもが主体的に解決していくプロセスを通して，自
己肯定感を形成し，自己を向上発展させられるよう養
育・支援する。（厚生労働省２０１２：１０）
子どもの主体性への着目は，セルフアドボカシーに依拠
した当事者のエンパワメントに必要な要素ではある。しか
し，これまで述べてきたエンパワメントの原則は，子ども
の能力やおとなの力関係,社会的養護であることによって，
子どもが話せない環境になっていることを認識し，本人の
誇りや力を取り戻すことが目的である。この運営指針の一
節は，本人自身の発達成長に着目しているのみで，社会的
児童饗誕施設入所児童に対する樋利代弁機能の検討
抑圧の認識が不足している。本稿で定義するエンパワメン
トの視点をもっているとは言えない。
4．「①独立した第三者」「②子ども主導の原則」に関
する規定
4.1.①②に関する児童養護施設外の機関の規定内容
まず，児童養護施設入所児童が関係する，あるいは相談
できる施設外の機関は，子ども主導の立場に立つと考えら
れるのか，その立場性について，各機関の法律やガイドラ
インから検討した。検討対象は，第三者委員，運営適正化
委員会，児童福祉審議会という全国的に設置されている機
関と共に，一部の地域(神奈川県，東京都，湘南‘))で行わ
れている相談機関や市民のオンブズパーソンも検討する。
表３．表４に，権利擁護機関の立場性について整理した。
表３施設外の権利擁護機関の立場性の整理（全国）
（表内下線は筆者によるもの）
機関名
第三者委員
運営適正化
委員会
児童福祉審
議会
立場性
｢苦情解決に社会性や客観性を確保し,利用者の立
場や特性に配慮した適切な対応を推進するため,第
三者委員を設腫する｡」「第三者委員は｡経営者の責
拝』Ｆ舞いイ;霊ｲ千十スー｜イI豆雄省フnnnhl
｢委員候補者の選考に当たっての留意点ア広く関
係団体や行政機関の意見等を参考にし,特定団体の
意見のみを重んじることのないようにすること。
イー公正な判断が可能であり,福祉サービスの利用
者及び福祉サービス提供者の信頼を得ることがで
きる者を選考すること｡」（厚生省2000a）
｢この手続は,児童相談所における援助決定の登塑
性の確保と専門性の向上を図るために,平成９年の
児童福祉法改正により新たに規定されたものであ
る｡」（厚生労働省2007b）
表４施設外の権利擁護機関の立場性の整理（一部の地域）
かながわ子ど
も人権相談室
子供の権利擁
護専門相談事
業
湘南ふくしネ
ツトワークオ
ンプズマン
｢子ども人権審査委員会は,人権相談事業の企画，
関係機関との調整等の中核的機能を担うものと
する。（２）子ども人権審査委員会は,子どもの人
権に関し,調査,審議し,児童福祉関係機関等に対
し,助言,指導等を行うことにより,中立的な立場
から子どもの最善の利益等の確保を図るものと
－
する．・・・」（高橋（編)２０００：187＜かながわ
子ども人権相談室事業基本方針第５条＞）
｢子供の権利擁護電話相談員」や「子供の権利擁
護専門員」が,公正中立な第三者的立場として,子
供自身からの訴えを受け止めるほか,家族や近隣
の方などからのご相談にも対応します｡」（子供
の権利擁護専門相談事業2014）
｢障害者・高齢者･児童･本人の立場にたつ家族・
施設職員・施設関係者からの声を受け止め代弁
していくこと」（湘南ふくしネットワークオンプ
ズマン２０１４）
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4.2.4.1.の考察
表３．表４で示したように，各機関の立場性を見ていく
と，「客観性」「公平性」「中立性」「公正中立」という言葉
が並んでいる。表４で示した「湘南ふくしネットワークオ
ンブズマン」だけが，「児童・本人の立場にたつ」と明記
している。湘南ふくしネットワークオンブズマンは，理念
にはこのように述べているが，創立の1997年以来，高齢者
や障害者といったおとなの施設が対象であり，子どもの施
設へのオンブズマン派遣はこれまで行われていない(湘南
ふくしネットワークオンブズマン2014)。
また,第三者委員のことを,大竹のようにアドボケーター
(｢代弁者｣）と呼ぶ者もいる(大竹２０１３：６０)。しかし，第
三者委員は表３で規定されているように｢社会性や客観性」
を確保し，利用者の立場に「配慮」しながらも「第三者委
員は，経営者の責任において選任する｡」（厚生省2000)立
場である。客観的な「第三者」を求められているにも関わ
らず，施設経営者と親しい間柄の人や施設に有利な人を選
任できる。よって，この選任方法では施設経営者寄りの人
が選任される場合があり，「独立性」に欠ける。これでは
子どもの立場だけに立つことはもとより，子ども主導を徹
底することは困難である。このように，施設外の権利擁護
機関においても，子ども主導を明記している機関は見当た
らなかった。
日本においては，子ども主導で，独立した第三者の「ア
ドボケイト」のような存在がないため，湘南ふくしネット
ワークオンブズマンのような施設訪問型のＮＰＯ法人が子ど
も分野にも参入するか，第三者委員のような既存の制度を
改善することで権利代弁機能が有効に働くことも考えられ
る。すなわち，第三者委員が子どもの立場だけに立ち，子
ども主導を行うことができれば「権利代弁機能」も果たさ
れる可能性はある。そのためにはまず，施設経営者が第三
者委員を選任する制度そのものの見直しが必要である。
５．結論
本稿では，子どもの権利代弁機能とは，「①独立した第
三者が，②子ども主導の原則，③エンパワメントの原則，
に立って，④子どもの意見表明権の行使を支えることであ
る」と再定義した。このうち，③④のみに該当し，①②を
欠く場合を広義の『子どもの権利代弁機能」とする｡」と
定義した。この定義に基づいて，児童養護施設入所児童に
関係する法令を検討した。
まず，④については，児童福祉法や児童相談所及び児童
栄留里美
養護施設運営指針に子どもの「意向」や「意見」が多数盛
り込まれる。ただ，この「意向」や「意見」にどう反応す
るかが，２種類に分かれていることがこの研究で明らかに
なった。それが，個別のケースで子どもがおとなから「意
向」を聴取される場面では，「配慮」となっており，子ど
もの集団的あるいは子どもが主体的に「意見」を述べる場
合には「反映」するとなっている。どちらも意見表明権の
対象であるにも関わらず，差が生じている。
子どもの意見表明権の実現には「５段階措置」が規定さ
れ，準備，聴聞，力の評価，フィードバック，苦情申し立
てというプロセスが必要である。このようなプロセスが，
子どもの主体的な意見(苦情も含む)に対しては「反映」と
規定され，「配慮」と比べ積極的に採り入れようとする姿
勢がある。しかし,それ以外の場合には規定されていなかっ
た。子どもの意見表明権を支える以前の問題として，その
意見表明権についての理解が不十分であることが示唆され
た。
③エンパワメントに関する規定については，児童養護施
設入所児童が意見表明権を行使しにくい立場に置かれてい
ることを認識している規定は見当たらなかった。子どもの
主体性を支援しようとする規定は存在したが，目的は子ど
もの成長発達であり，本来の力を取り戻すというエンパワ
メントの視点で規定されているとは言えない。
①②については，入所児童が相談できる施設外の機関が
制度上，子ども主導の立場に立とうとしているのかを検討
した。その結果，市民のオンブズマンである湘南ふくし
ネットワークオンブズマン以外は,｢客観的」「中立」「公正」
の立場性を示していた。ただ，湘南ふくしネットワークオ
ンプズマンは「児童」も規定上は含んでいるが，子ども分
野には実際は参入していない。よって，現在では子どもの
立場に立つ外部の権利擁護機関があるとは言い難い状況で
ある。
総合して考えると，法律や運営指針は子どもの意見表明
権についての理解が不十分であり，さらに子どもの立場だ
けに立つ外部機関も制度上は見当たらなかった。今後，湘
南ふくしネットワークオンブズマンのような市民のオンブ
ズマンが子ども分野に参入することや，第三者委員が施設
経営者から任命を受けるのはなく，子どもの立場にのみ立
ち，子どもの権利代弁機能について研修を受けることで，
この機能が果たされる可能性を示唆した。
本研究は日本の制度上の課題を提起したものであり，具
体的にどのような制度や運用が必要かについては述べてい
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ない。この点で，権利代弁機能に特化したイングランド・
ウェールズで制度化されている独立子どもアドボカシー
サービスが参考になる。そのサービスの日本への示唆につ
いて研究することが今後の課題である。
謝辞，
本研究において,鹿児島国際大学大学院の田畑洋一教授に温か
いご指導,ご助言を頂きましたことをこの場を借りて心より感謝申
し上げます。
注
ｌ）一般的意見とは，「締約国の選挙によって選ばれた委員で構成
される条約機関が，多数の締約国報告書を審査してきた経験
にもとづいて採択した正式な文書であり，国際人権法の発展
の重要な要素を櫛成するものである。そこに示された見解は，
厳密な意味での法的拘束力こそ有しないものの，条約の規定
に関するひとつの権威ある解釈として，締約国の政府や裁判
所等によって正当に尊重されなければならない｡」というもの
である(平野2007)。
２）ちなみに，他の３つの一般原則は，差別の禁止に対する権利，
生命および発達に対する権利，ならびに，子どもの最善の利
益の第一義的考愈である。
３）許斐は留学を経て，このカナダの「アドボキット」について
概要は紹介している。詳しい制度・運用については残念なが
ら述べられることなく，2001年に他界した。
カナダの子ども家庭アドボカシー事務所は「子どもからの
相談や苦情，不服申し立てなどを受け，子どものために関係
調整や代弁をする公的機関である。子どもの側に立つという
点がポイントである」（許斐1999：８)。また，カナダには「子
どもの弁謹士」という裁判所がつけることのできる子どもの
弁捜士と，それ以外の場合に相談できる弁護士「子ども青年
法律扶助事務所(JusticefbrChildrEnandYOuth)」がいる。この
ような専門の弁護士について述べている(許斐2001：224）
４）第１回政府報告（日本政府1996)にはこれらの記載が見られな
かったため，子どもの「意向」について大きな一歩となった。
５）苦情受付担当者が子どもから頼りにされている人を活用する
ことや，男女の職員を配置するなどの工夫が必要である（大竹
2013:58)。
６）湘南ふくしネットワークオンブズマンは月に１回市民のオン
ブズマンが施設に出向き，利用者の声を聴き，施設と「協働
して」問題解決を行うNPO法人である。
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